
 

は じ め に 

 

 

この手引は、建設業の許可を受けようとする方及び変更届を提出する方のために、建設

業法に基づく許可の基準や申請の手続などを簡明にまとめたものです。法律の趣旨を十分

御理解の上、この手引を参考に手続を行ってください。 

なお、申請用紙の記入漏れや添付書類に不備があった場合、提出書類を受付できないこ

とがあります。受付した場合でも、取下げや却下処分を行わなくてはならないことがあり

ます（登録免許税を除き、手数料は返却できません。）。 

 

 

 

 

 

 

手続きは、建設業法、その他関係法令及び「建設業許可事務ガイドライン」に則り進め

られております。また、事業管理課ホームページに掲載されている、「建設業許可Ｑ＆

Ａ」も併せて御参照ください。 

なお、この手引きに記載のない書類の提出を求めることがありますので、御了承くださ

い。 

 

 

◎お願い 

 土木事務所から返還された申請書（届出書）の控えは、今後の許可申請等で必要になる

場合がありますので、確認書類を含めて大切に保管してください。 

 

 

 

 

 

◎必ず確認してください！ 

許可申請書や添付資料に虚偽の記載をする等、「不正の手段」により建設業許可を受け

たり、変更の届出を行ったりした場合は、許可の取消しなどの監督処分（建設業法第２９

条）や、懲役又は罰金の罰則（建設業法第５０条）の対象となりますので、注意してくだ

さい。 

申請手続の代理については、法律で行政書士に限られています。これら以外の方が、業

としてこれを行うことはできません。（代理人の方が提出する際は、必ず委任状の添付を

お願いします。） 


